
新たな財政構造改⾰プラン第1回策定委員会
令和８年５⽉30⽇（⼟）

美⾺市企画総務部財政課

なぜ
財政構造改⾰が

必要なのか

資料４



１ これまでの⾏財政改⾰の取組状況
(1)「美⾺市⾏財政システム改⾰基本⽅針」（平成18年２⽉）

合併直後の厳しい財政状況を受け、新しい美⾺市のまちづくりを進めていくための⾏財政
改⾰の指針として策定。

第１次︓平成17年度〜平成21年度／第２次︓平成22年度〜平成26年度

【主な取組内容】
○ 職員定員管理の適正化 H17.4︓557⼈ → H22.4︓467⼈ → H27.4︓438⼈ ※ R8.4︓388⼈
○ 給与等削減（⼀般職･特別職︓H18〜H20の３年間での財政効果額 △約5.2億円）

・⼀般職︓H18から３年間 給与⼀律５％カット
管理職はH22以降も役職に応じて１〜３％カット（R5まで）

・特別職︓H18からH22まで給与10〜15％カット H23以降は５％カット（R5まで）
○ ⺠間委託の推進（指定管理者制度の導⼊）
○ 市税等徴収率の向上（市税（現年度分）H18︓97.6％→H26︓99.3％）
○ 各種使⽤料⾒直し ほか
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１ これまでの⾏財政改⾰の取組状況
(2)「平成27年度以降の美⾺市財政運営指針」（平成22年３⽉）

普通交付税の合併算定替えによる加算が平成27年度から段階的に減額され、平成31年度
（令和元年度）に終了することを踏まえ、平成32年度（令和２年度）以降も持続可能な財
政運営を可能にするための財政運営指針を策定。その中で、市独⾃の「平成32年度以降⽬
指すべき財政健全化⽬標」を設定。

【財政健全化⽬標】
①３年以上連続して実質単年度収⽀の⾚字を計上しない。
② 財政調整基⾦年度末残⾼を10億円以上確保する。

③ 実質公債費⽐率(単年度)を10.0％未満に維持する。
平成27年３⽉改定
平成30年３⽉改定
令和２年３⽉改定

平成27年３⽉改定
平成30年３⽉改定
令和２年３⽉改定

20億円以上
15億円以上

9.0％未満
10.0％未満
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１ これまでの⾏財政改⾰の取組状況
(3)「美⾺市⾏財政改⾰指針」（平成28年２⽉）

急激な⼈⼝減少の進⾏や普通交付税の合併算定替えの終了など、厳しい財政状況が続くこ
とを踏まえ、６つの柱からなる新たな⾏財政改⾰指針を策定。

終期は定めておらず、現在も有効な指針

【主な取組内容】

１ 事務事業の⾒直し（再編･整理･廃⽌･統合）とアウトソーシングの推進
２ 公営企業、⼀部事務組合、第三セクター、各種団体等の⾒直し

○ 組織体制･⼀部事務組合の⾒直し（学校給⾷施設の統合、美⾺⻄部学校給⾷センター組合の解散）
○ 第三セクターの⾒直し（清流の郷、ふるさとわきまち、ミマコンポストの解散）
○ 公共施設のマネジメント（旧脇町郵便局、旧脇町公⺠館、旧美⾺福祉センター、旧脇町庁舎の解体･除却）

３ 組織・財務・施設マネジメントの強化と定員の適正管理
４ ⾼度化、複雑化する⾏政ニーズに対応できる⼈材の確保･育成
５ ⾃治体クラウドの導⼊、ICTの活⽤
６ 歳⼊確保対策

６
つ
の
柱
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
① 普通交付税（算⼊公債費除く）＋臨財債と実質単年度収⽀の推移

国の地⽅財政対策の影響により、普通交付税（算⼊公債費を除く。この項で同じ。）と臨時財政対策債
（臨財債）が⾼い⽔準で推移したことなどで、平成20年度から平成27年度にかけて、実質単年度収⽀の
⿊字が３億円を超えていましたが、平成28年度は⼤型事業の影響などで⾚字となり、平成29年度以降も、
合併算定替え加算額の減少に伴い、⿊字幅が⼤幅に減少するか、⾚字となりました。令和３年度には国
の補正予算に伴い普通交付税が追加交付されたことで約２億円の⿊字となりましたが、令和５年度、令
和６年度と、新学校給⾷センターの稼働などの影響で３億円を超える⾚字となりました。
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※ ⽤語の解説

各地⽅公共団体が標準的な⽔準で⾏政を⾏うために必要となる経費として算定される額で、消防費や
清掃費、公債費などの⾏政項⽬ごとに⼀定の⽅法により算定された額の合算。

基準財政需要額

普通交付税
地⽅公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む国⺠にも⼀定の⾏政サービスを提供できる
よう財源を保障するため、国税（所得税など）の⼀定割合を再配分する「地⽅交付税」の⼀つ。

○「各団体の普通交付税額」＝「基準財政需要額」－「基準財政収⼊額」（＝「財源不⾜額」）

２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移

各地⽅公共団体の標準的な⼀般財源（使途が定められていない、⾃由に使える財源）収⼊額として、
地⽅税（市⺠税、軽⾃動⾞税、地⽅消費税など）に⼀定の割合をかけるなどして算出した額。

基準財政収⼊額
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※ ⽤語の解説

単年度収⽀から、実質的な⿊字要素（財政調整基⾦への積⽴額及び地⽅債の繰上償還額）を加え、⾚
字要素（財政調整基⾦の取崩し額）を差し引いた額。

実質単年度収⽀

合併算定替え
市町村合併が⾏われた際に、旧市町村ごとに計算した普通交付税の合算額を、合併後も⼀定期間保障
（当時、合併年度とこれに続く10年度＋激変緩和期間５年度）し、新市の交付税が合併前の額を下回
らないようにする特例措置。

公債費（地⽅債に係る元利償還⾦）に要する経費として普通交付税の額の算定に⽤いる基準財政需要
額に算⼊された額。

算⼊公債費

臨時財政対策債
地⽅財政収⽀の不⾜額を補てんするため、各地⽅公共団体が特例として発⾏してきた地⽅債。その元
利償還⾦相当額については、全額を後年度普通交付税の基準財政需要額に算⼊。

２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移

合併特例債を財源とした「地域振興基⾦」を平成23年度までに23億円積み⽴てるとともに、財政調整基
⾦と減債基⾦も平成27年度まで毎年度積⽴てを⾏ったことで、両基⾦の残⾼の合計は56億円に達しまし
た。普通交付税と臨財債は平成22年度をピークに令和元年度まで減少を続け、平成28年度以降は、合併
算定替え加算の段階的減額の影響で減少幅が⼤きくなっています。こうした中、基⾦残⾼は、普通交付
税の追加交付があった令和３年度を除いて毎年度取崩しが続いており、令和６年度末の残⾼は、約70.3
億円と、ピーク時から約20.8億円減少しています。
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合併市町村が市町村建設計画に基づいて⾏う⼀定の事業に要する経費及び⼀定の基⾦の積⽴てに要す
る経費について、合併年度及びこれに続く10年度（法改正により最終的に20年度まで延⻑）に限り、
地⽅財政法第５条各号に規定する経費に該当しないものについても、財源とすることができる地⽅債。
その元利償還⾦の70％について、後年度普通交付税の基準財政需要額に算⼊。

合併特例事業債

財政調整基⾦
地⽅公共団体における年度間の財源の不均衡を調整するための基⾦。

減債基⾦
地⽅債の償還を計画的に⾏うための資⾦を積み⽴てる⽬的で設けられる基⾦。

※ ⽤語の解説

２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
③ 算定別普通交付税（算⼊公債費除く）＋臨財債と基⾦残⾼の推移

平成27年度から合併算定替え加算額が段階的に減額されましたが、合併算定替えに代わる新たな算定⽅
法が段階的に導⼊された結果、平成26年度に約15億円あった合併算定替えによる加算額のうち、約10
億円が新たな算定⽅法に置き換わり、合併算定替え終了に伴う影響額は約５億円に緩和されました。
しかしながら、⾥平野･横尾⼯場⽤地の売却収⼊のあった平成27年度を経て、平成28年度以降は、国の
補正予算に伴う普通交付税の追加交付があった令和３年度を除いて、基⾦残⾼は減少を続けています。
→ 本市の財政は、国の地⽅財政対策に左右される構造（体質）と⾔えます。
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
④ 財政⼒に⾒合った実質公債費⽐率と実質公債費⽐率（単年度）の推移

「実質公債費⽐率（単年度）」の分⼦は「基準財政需要額に算⼊されない公債費と準公債費」ですので、
基準財政需要額に算⼊されていない財源である「留保財源（標準税収⼊額等の25％相当額）」と⽐較す
ることで、公債費の⽔準が財政⼒に⾒合ったものかどうかを分析することができます。「財政⼒に⾒
合った実質公債費⽐率」は概ね8.0〜10.0％で推移していますが、平成19年度以降、「実質公債費⽐率
（単年度）」が改善し、乖離が縮⼩しています。これは、合併以降、過疎対策事業債や辺地対策事業債、
合併特例債など、元利償還⾦に対する基準財政需要額の算⼊率が⾼い地⽅債の活⽤を進めた結果です。
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
⑤ 将来負担額と基準財政需要額算⼊⾒込額の推移

「実質公債費⽐率（単年度）」の改善は、公債費の基準財政需要額への算⼊率が⾼まったことによるも
のであり、将来負担⽐率の「分⼦」に当たる「将来負担額」に対する基準財政需要額算⼊⾒込額につい
ても同様の傾向が⽰されています。

上のグラフから、「将来負担額」のうち地⽅債残⾼は、ほぼ横ばいで推移していますが、基準財政需
要額への算⼊率の⾼い、過疎対策事業債、辺地対策事業債、合併特例債、臨時財政対策債の割合が⾼
まっていることが分かります。
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※ ⽤語の解説

過疎地域とされた市町村が「過疎地域持続的発展市町村計画」に基づいて⾏う事業の財源として発⾏
が認められた地⽅債。その元利償還⾦の70％について、後年度普通交付税の基準財政需要額に算⼊。

過疎対策事業債

地⽅債など、現在抱えている負債の⼤きさを、その地⽅公共団体の財政規模に対する割合で表したも
の。

将来負担⽐率

実質公債費⽐率
地⽅債の返済額（公債費）の⼤きさを、その地⽅公共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移

辺地を有する市町村が「辺地に係る総合整備計画」に基づいて⾏う公共的施設の整備の財源として特
別に発⾏が認められた地⽅債。その元利償還⾦の80％について、後年度普通交付税の基準財政需要額
に算⼊。

辺地対策事業債
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
⑥ ⼈件費・賃⾦と職員数（普通会計）の推移

合併以降、職員数の減少等に伴い、⼈件費の減少傾向が続いています。（普通会計の職員数は、平成17
年度の512⼈から令和６年度の359⼈まで、153⼈減少しています。）
また、平成18年度からの３年間と平成25年度（９か⽉間）には職員給与の臨時的削減を⾏ったことで、
職員給は前年度から⼤幅に減少しています。なお、令和２年度に臨時職員制度（物件費）から会計年度
任⽤職員制度（⼈件費）へ移⾏した影響（R1→R6︓+3億円）もあり、⼈件費はほぼ横ばいとなってお
り、令和６年度には、⼈事院勧告等に基づく給与改定の影響で前年度から増加しています。
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２ 本市の財政状況 (1)主な財政指標の推移
⑦ 有形固定資産（減価償却）の状況

普通会計の固定資産台帳が整備された平成29年度決算と令和5年度決算における有形固定資産の減価償
却率を⽐較すると、平成29年度の53.5％から62.5％に増加しており、公共施設の⽼朽化が進んでいるこ
とが分かります。
⼀⽅、近隣市との⽐較では、本市の減価償却率が⾼いとまでは⾔えません。これは、旧脇町庁舎をはじ
めとする⽼朽施設の解体・除却を積極的に進めてきたことが要因と考えられます。

平成29年度決算
53.5％

令和５年度決算
62.5％

吉野川市阿波市三好市

68.4％70.3％60.3％

参考（令和５年度決算）
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２ 本市の財政状況 (2)今後の財政⾒通し
中期財政計画・財政⾒通し

R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度
市税 3,199 3,164 3,121 3,114 3,106 3,078 3,059 3,047 3,023 3,005
地⽅譲与税 319 315 315 315 315 315 315 315 315 315
県税交付⾦等 879 839 839 839 838 838 838 838 838 838
地⽅交付税 8,515 8,498 8,636 8,721 8,615 8,563 8,351 8,354 8,276 8,137
国県⽀出⾦ 4,361 3,841 3,708 3,714 3,684 3,707 3,718 3,672 3,600 3,626
繰⼊⾦ 753 898 611 551 764 773 1,028 910 832 796
繰越⾦ 574 500 500 500 500 500 500 500 500 500
その他 1,397 579 579 579 579 579 579 579 579 579
市債 2,828 2,002 1,435 1,516 832 756 717 751 768 701

合  計 22,825 20,636 19,744 19,849 19,233 19,109 19,105 18,966 18,731 18,497

（単位︓百万円）歳⼊
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２ 本市の財政状況 (2)今後の財政⾒通し
中期財政計画・財政⾒通し

（単位︓百万円）歳出
R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度

⼈件費 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771 3,771
扶助費 2,909 2,871 2,860 2,855 2,847 2,847 2,847 2,847 2,847 2,847
公債費 2,699 2,803 2,823 2,930 3,164 3,062 3,042 2,876 2,755 2,598
物件費 3,310 3,208 3,111 3,128 3,005 3,069 3,212 3,059 3,063 3,055
維持補修費 270 280 287 286 289 285 289 303 310 298
補助費等 4,205 2,372 2,378 2,317 2,292 2,310 2,264 2,267 2,256 2,281
繰出⾦ 1,981 1,976 1,969 1,964 1,961 1,934 1,920 1,915 1,913 1,919
積⽴⾦ 705 88 87 84 82 81 80 78 77 75
投資･出資･貸付⾦ 56 56 56 56 56 56 56 56 56 56
普通建設事業費 2,033 2,417 1,858 1,914 1,222 1,150 1,080 1,250 1,139 1,053
災害復旧事業費 386 294 44 44 44 44 44 44 44 44

合  計 22,325 20,136 19,244 19,349 18,733 18,609 18,605 18,466 18,231 17,997
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２ 本市の財政状況 (2)今後の財政⾒通し
中期財政計画・財政⾒通し

（単位︓百万円・％）主な財政指標
R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度 R12年度 R13年度 R14年度 R15年度 R16年度

普通会計基⾦残⾼ 6,980 6,173 5,654 5,191 4,514 3,826 2,881 2,053 1,301 582
対前年度⽐ △ 48 △ 807 △ 519 △ 463 △ 677 △ 688 △ 945 △ 828 △ 752 △ 719

地⽅債残⾼ 26,042 25,402 24,198 22,980 20,855 18,753 16,626 14,688 12,879 11,127
うち臨財債 4,162 3,598 3,080 2,593 2,142 1,744 1,397 1,091 828 605

実質公債費⽐率
（3年平均）

8.2 7.5 7.1 7.0 8.0 9.0 10.3 9.9 9.6 8.9

実質公債費⽐率
（単年度）

7.3 7.5 6.7 6.7 10.3 9.8 11.0 9.2 8.8 8.9
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２ 本市の財政状況 (2)今後の財政⾒通し
中期財政計画・財政⾒通し

「中期財政計画・財政⾒通し」は、⼈⼝減少を⾒込んだ市税や地⽅交付税の減少、歳出にお
ける介護サービス給付費、後期⾼齢者医療費など社会保障関係経費の伸び、⼩･中学校屋内運
動場空調設備整備事業や消防救急デジタル無線更新事業などの実施による公債費の増加等を
⾒込んで作成したものです。（ただし、美⾺環境整備組合による可燃ゴミの新処理施設整備
事業などについては反映していないため、これらの施設更新経費を反映すると、公債費負担
は更に増すことになります。）
財政構造改⾰を⾏わず、このまま基⾦の取崩しを続けた場合、令和16年度末時点で普通会計
の基⾦残⾼は約5.8億円まで減少し、令和17年度には基⾦が枯渇する⾒通しとなっています。

〈参考〉⼈⼝減少の地⽅交付税への影響
⼈⼝が減少すると、国勢調査⼈⼝を測定単位として計算する地⽅
交付税の基準財政需要額が減少するほか、⽣産年齢の減少は、市
税の減少にもつながります。「中期財政計画・財政⾒通し」では、
過去の国勢調査実施年度の前後における地⽅交付税の影響額を参
考に、令和８年度以降、毎年度１億円を、令和13年度以降は毎
年度２億円の地⽅交付税の減収を⾒込んで試算しています。
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３ 財政構造改⾰の必要性

合併算定替え終了翌年度の令和２年度以降、特殊要因があった年度を除いて、毎年
度２億円から４億円の規模で基⾦の減少が続いており、このまま財政構造に起因す
る財源不⾜が続くと、令和17年度には基⾦が枯渇する⾒通しです。

本市の普通交付税と臨財債の合計額は、新たな算定⽅法が導⼊されたものの、合併
算定替え加算の減額前と⽐較すると約５億円減少しており、現在、公債費の⽔準が
財政⼒に⾒合った⽔準とほぼ均衡していることを踏まえると、基⾦の減少を⽣じさ
せている原因は、公債費以外の経常的な経費（＝構造的な要因）にあると推測でき
ます。

⽼朽化が進む公共施設については、統廃合や機能の縮⼩を⾏い、効率的な⽅法で更
新や⻑寿命化を⾏ったとしても、その経費は多額に及ぶことが想定され、今後⼈⼝
減少が更に進むことなどを踏まえると、将来、基⾦の枯渇を招かないよう、財政上
の構造的な課題にアプローチする改⾰が必要となっています。
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